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Ⅲ 横断的課題に関する審議結果 
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新旧データ接続検討ワーキンググループ（以下「ワーキンググループ」という。）で

は、今後の各種統計調査の接続方法の改善を目指して「サンプル替えに伴い遡及改訂

する際の過去サンプルとの整合性確保のあり方」に関して集中的に審議を行い、その

結果を横断的課題検討部会に報告した。横断的課題検討部会は、その報告内容を了承

した。 

 

（１）関連統計の実態把握 

 ワーキンググループでは、遡及改訂が生じる要因を類型化したうえで、検討の対

象を「標本交替による断層への対応」及び標本交替が行われた際に同時に行われる

「母集団情報の変更に伴う遡及改訂」と整理した。また、対象となる統計調査を「月

次又は四半期で行われる無作為標本の統計調査」とした。そのうえで、代表的な統

計手法が用いられている統計調査として、基幹統計調査を対象に考え方の整理を行

った。具体的には、家計調査、労働力調査、個人企業経済調査、法人企業統計調査、

毎月勤労統計調査、商業動態統計調査、建設工事統計調査、自動車輸送統計調査、

内航船舶輸送統計調査、の９統計調査がこれに該当する（「（資料１）第１回ワーキ

ンググループ資料５ 現状報告（９統計）」参照）。 

上記９統計調査に関して、①新旧標本交替時の断層調整、②ベンチマーク 6更新有

りの場合の断層調整、等について検証し、次のような現状を把握した。第一に、①

の調整を行っているのは毎月勤労統計調査（第一種事業所<30人以上>）、１統計調査

のみである。また毎月勤労統計調査については、他の統計調査に比べて標本交替の

間隔が相対的に長いことも確認した（「（資料２）第２回ワーキンググループ資料３ 

関連９統計に係る整理 １．標本交替」参照）。第二に、そもそも参照すべきベンチ

マークが存在するのは、労働力調査、商業動態統計調査、毎月勤労統計調査（常用

雇用指数）の３統計調査のみであるが、これらはいずれもベンチマークを更新して

おり、その際に②の調整を行っている（「（資料２）第２回ワーキンググループ資料

３ ２．ベンチマーク」参照）。 

 

（２）望ましい方法 

以上の実態把握を踏まえ、ワーキンググループでは月次又は四半期で行われる無

作為標本調査に該当する各種統計調査の接続方法に係る「望ましい方法」（good 

practice）として次のとおり結論付けた。 

①標本交替による断層への対応 
・標本交替が分析結果に大きな影響を与えないよう、断層が過度に広がる前に標本

を交替させる。 

・それを前提として新旧計数をそのまま接続する。 

6 通常の標本調査では、母集団名簿を利用して標本を抽出し、その標本を対象に調査を行ったうえで、母集

団全体の状態（例：売上総額）を推定する。一方、時点は限られるものの母集団に対する全数調査が実施さ

れており、標本調査の推定の対象となっている、母集団全体の「売上総額」等が別途判明する例もある。こ

こでは、そうした母集団全体の売上総額等を「ベンチマーク」と呼称している。 
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・過去及び将来の標本交替の時点を対外公表する。 

②母集団情報の変更に伴う遡及改訂 

・ベンチマーク（前項「脚注６」参照）となるものが存在する場合、それを利用し

て数値を確定する。 

・その際、過去値の遡及改訂により新旧ベンチマークに起因する断層を解消する（新

ベンチマークによる数値＜新基準による対象時点の値＞と旧ベンチマークによる

数値＜旧基準による対象時点の値＞の間を滑らかに接続する）（「（資料３）第３回

ワーキンググループ資料１ 別紙２ 母集団情報の変更に伴う遡及改訂における

断層の滑らかな接続イメージ」参照）。 

・遡及改訂の内容（遡及改訂を見送る場合はその事由）を対外公表する。 

また、上記の「望ましい方法」を補完するものとして「特性に応じた対応が望ま

しい方法」を次のとおり取りまとめた。 

・標本交替に際し、ユーザーニーズが強いものに関しては、継続標本による参考値

の作成を検討する。 

・個々の抽出された単位の調査期間が長いものに関しては、ローテーション・サン

プリングの実施を検討する。 

・精度の検証や所要の補正などに（ベンチマーク以外の）他の統計等を利用できる

ものに関しては、その活用を検討する。 

なお、ワーキンググループでは、サンプル替えの影響に係る計測方法についても

併せて検討したが、短期間では結論を出すことができなかったことから、これを今

後の課題と位置付けた。 
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